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6. Development of Monitoring and Alarm System for Debris Flow* 

by Yasuo TOYOSAWA **, Shigeo UMEZAKI*** and Noriyuki HORII**** 

Abstract: Various measures, such as weather forecasting, prediction of debris flows, evacuation 

drills, etc. were taken to avert accidents at construction site caused by debris flow. In doing so, 

factors found indispensable to preclude debris flow accidents are as follows; (1) Detecting a flow 

without fail, (2) Issuing evacuation warnings, and (3) Safe evacuation. 

This research examined the requirements for (1) and (2), and developed a new monitoring and 

alarm system for the debris flow which satisfies the need for "definite" safety. 

Almost all debris flow detecting systems at construction sites are of the hazard detecting variety 

whereby an alarm trips only after a flow is detected. Evidently the hazard detecting system does 

not work while in safe mode (a debris flow has not occurred) or indefinite mode (a system failure). 

Only when the system does not in itself fail will the censor detect a debris flow and trip an alarm. 

Should the system malfunction, the alarm will not register even when a debris flow actually occurs. 

A salient problem with the hazard detecting system is that no one can notice a detecting system 

failure in indefinite mode. 

On the other hand, the "Safety Confirmation Type" system invariably functions even in safe 

state and performs safety self-checks. It continues to report "safe state" with a green light, etc., 

and trips an alarm when safe mode shifts to indefinite or hazardous mode. Accordingly, the "Safety 

Confirmation Type" system is indispensable for accident prevention since it can detect a debris 

flow and trip an alarm without fail. In other words, the "Safety Confirmation Type" guarantees 

"definite" safety. 

In this study, a monitoring and alarm system for debris flow, which satisfies the needs of a "Safety 

Confirmation Type''as fail-safe, was developed, and continues to confirm its principal factors as 

followings: 

(1) Detecting wire, 

(2) Alarm effectiveness, 

(3) Battery power for backup, 

(4) Fail-safe controller and electrical wiring. 

The system reports its "safe state" with green light when all the above factors are verified as 

"YES". It can also indicate a possible failure of any of the above four with an individual color light, 

enabling immediate remedial action. 

Keywords; Debris flow, Monitoring system, Alarm system, Safety 
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1. 研究目的

上伍流による災害の防tiのため，予知・予測から避

難まで多岐に渡った対策が実施されている。これらの

対策のなかで，土石流災害を防1Lするために最小限必

変な事項を挙げると次に示す 3点に絞られる。

① 発生した土石流を検知すること

② 避難を行うように警叡すること

③ 作業者が安全な場所に避難すること

上記①及び②を確実に実施するための土石流検知腎

報システムの必要な要件について検討するとともに，そ

の要件を満たすシステムを開発・試作した。

2. 土石流検知・警報システム

2.1 既存の土石流検知センサー

上石流による労働災害の防ti.・対策としては，砂防

ダムをはじめとする抑」L構造物が重要な役割を担うか，

砂防ダムそのものの建設上事等においては，土石流を

予知・検知し作業員が安全に避難するためのシステム

の構築が重要となる。

現在，土石流の検知システムとしてはワイヤーセン

サーをはじめとする多種のセンサーが開発され，現場

に設置されて実績をあけている。しかし，これらのセ

ンサーの中には，地形宵の制約により設置できない場

合や誤動作が生じたり低品質のものでは土石流を検知

しない可能性が危惧されるなど様々な問題点を有して

いる。

上石流を予知するためには上石流の原因となる斜血

崩壊や地すべりの状況を詳細に観測し，その要因と発

生メカニズムを分析する必娑がある。それを踏まえて，

崩壊が発生する可能性や発生時期を予測しなけれはな

らない。しかし，広く分化している土石流発生区域を

仝て観測し続けることか困難であること，土石流はそ

の発生源を事前に特定することが難しいことなどから，

上石流の予知に関しては十分安全といえるシステムは

木だ開発されていない。

上述のことから，土石流による労働災害を防止する

ためには土石流を予知ではなく，実際に発生した土石

流を検知するシステムが必要になる。以下に，カタロ

グや既存の文献等3),4),5)から調査した代表的な検知セン

サーについて特徴，長所，短所等を示す。調査したセ

ンサーは，①ワイヤーセンサー，②転倒型断線式セン

サー，③礫移動式センサー，④コンタクト式センサー，

⑤振動センサー，⑥音響センサー，⑦光電センサー，⑧

投下型センサー，⑨超音波レベル計，⑩監視カメラ，＠

赤外線温度センサーである。

2.2既存のセンサーの種類と特徴

① ワイヤーセンサー (Fig. 1) 

〈原理•特徴〉 土石流の通り道に横断方向に電線を弘

り，流下時にそれが切断されることにより検知する。

〈長所〉

・検知の確実性はかなり高い。

・複数の電線を張ることでその何本かが誤って切断さ

れても残りのセンサーて検知できる。

・同位置に高さを換えて電線を張ることで，大まかな

土石流の規模を知ることができる。

く短所〉

・一度切断されると次に弘り替えるまで検知できない。

・張替えには人の手が必要であるため，人が降りられ

ないような深い谷には設閥できない。

• 動物や流木，落石などによっても切断される可能'l:'l:

がある。

・電線の老朽化による断線が考えられる。

・降雪時には使用できない。

② 転倒型断線式センサー (Fig. 2) 

（原理•特徴〉 センサー内部にワイヤーを通しており，

外部の金属壁に部分的に脆弱部を持たせたセンサーで

ある。土石流の通り逍に設置し，流下時に脆弱部が破

壊され，内部のワイヤーがりJ断されることで検知する。

く長所〉

・検知の確実性は高い。

・ワイヤ一部分か外部に玉出していないため，桔雪に

よる断線がなく冬季観測が可能である。

く短所〉

• 一度転倒すると新しく取り替えるまで検知できない。

・転倒が期待される位阻を検討して設置しなけれはな

らない。

・融雪時の雪の流動体によって転倒しないように強度

の詞節が必要てある。

・設置に人の手か必娑なので，人が降りられないよう

な深い谷には設沼できない。

• 動物や流木，落れなどによっても切断される可能性

がある。

③ 礫移動式センサ- (Fig. 3) 

（原理•特徴〉 河床に置いたセンサー付き礫が移動す

ることによって検知する。

く長所〉

・検知の確実性は高い。

・積雪による断線がなく冬季の使用が可能である。

・大きさの違った礫を使用することで土石流の規模を

ある程度知ることができる。
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〈短所〉

・一度流されると新しく設附するまで検知できない。

・設罹する礫の大きさを検討する必要がある。

・現地で設置するため埋め込み作業が必要てある。

・融雪で流される可能l生がある。
・設罹に人の手か必要なので，人が降りられないよう

な深い谷には設涸できない。

・センサ一部が故障した場合，これを検知出米ない可

能性がある。

④ コンタクト式センサー (Fig. 4) 

〈原耶•特徴〉 渓岸の両岸でt石流が接触しない高さ
のところの横断方向に電線を張り，その中史部分から

先端部にセンサーを取り付けた屯線をたらす。土石流

が表面部に触れることで検知する。

〈長所〉

．屯線部が切断されない限り辿続して検知できる。

〈短所〉

・一度センサーをつるす電線部が切断されると新しく

設固するまで検知できない。

・強風等で誤作動する可能性かある。

・設岡に人の手が必要なので，人が降りられないよう

な深い谷には設罹できない。

• 動物や落石，流木などで誤作動が生じる可能性があ

る。

• 水位上昇と士石流の区別かつきにくい。

・センサ一部か故障した場合，これを検知出米ない可

能性がある。

R 振動センサー (Fig. 5) 
〈原岬•特徴〉 十石流流下にffって発生する地盤振動
を地中に埋設したセンサーによって検知する。

〈長所〉

・+石流の通り道外に設置するため故障しない限り連

続使用が可能である。

・+石流の発生か予想される河床から離れたところに

設置しても検知できる。

〈短所〉

・十石流以外の捩動も検知してしまうおそれかある。

・誤作動防止のための振動のレベル設定が難しい。

・設臨する地域の地盤構成材料や振動発生源までの距

離の違いのため， レベル設定が難しい。

・地盤特I:生と振動特性の関係，振動源からの距離に伴

う地盤振動の減衰特性を知る必要がある。

・センサ一部が故障した場合，これを検知出来ない可

能性がある。

R 音響センサー (Fig. 6) 

（原理•特徴＞ 士石流の流下に伴い発生する 20-500Hz

の音をマイクロフォンで捉え，その音のレベルから検

知する。

〈長所〉

• 音によって検知するため，繰り返し利用可能である。

〈短所〉

• 土石流以外の音も検知してしまうおそれがあり，事

前にレベル設定が必要である。

• 土石流規模と音響信号の関係，地盤構成材料による

音響信号の伝達特性， t石流からの距離による首響
信号レベルの減衰特性などを知る必要がある。

・センサ一部が故障した場合，これを検知出来ない可

能性がある。

⑦ 光センサー (Fig.7) 

〈原理•特徴〉 土石流通過地点に可視光線又は赤外線

を発光し，発生時に光か遮断されることによって検知

する。

〈長所〉

・センサー故障や被災かない限り連続して使用できる。

〈短所〉

・豪雨や霧降雪，降灰等によって誤動作が生じるお

それがある。

• 動物，流木等による畝動作がありうる。

・反射型の場合，対岸に設固するプリズムの清掃か必

要である。

・送受信分割籾の場合，受侶側にも電源か必要である。

・センサ一部が故障した場合，これを検知出来ない可

能性がある。

⑧ 投下型センサー

く原理•特徴〉 常に電波を射出するセンサーを内蔵し

た容器をヘリコプターなどで河床に設罹する。土石流

によって容器が傾き電波の射出が中断されることによっ

て検知する。

く長所〉

・人が降りられないような地形条件でも設置可能であ

る。

く短所〉

・小規模なt砂流にも反応してしまうおそれがある。
• 細粒土砂か容器内に流人することで誤動作が生じる

可能性がある。

・一度検知してしまうと設置しなおすまで検知できな

し、

・電源がバッテリー等の場合は使用時間が制限される。

⑨ 超音波レペル計 (Fig. 8) 

〈原理•特徴〉 超音波送受信器によりパルス状超音波

の送受信を行い，超音波の往復時間から土石流表面の

高さを検出する。

く長所〉

・検知距離6m以内では，検知の可能性が比較的高い。
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振動センサー

信号

ワイヤー

ン／

Fig. 1 Wire sensor. 
ワイヤーセンサー

Fig. 5 Ground vibration sensor. 
振動センサー

~ 
転倒型センサー

信号

Fig. 2 Wire sensor built-in structure. 
転倒型断線式センサー

Fig. 6 Acoustic flow sensor. 
音響センサー

信号線

Fig. 7 Optical sensor. 
光センサー

Fig. 3 Magnetic sensor built-in stone. 
礫移動式センサー

超音波送受信器

ナイロンロープ

センサー

Fig. 4 Contact sensor. 
コンタクト式センサー

Fig. 8 Ultrasonic level monitor. 
超音波レペル計
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Fig. 9 ITV camera (Vis叫 Monitoring)
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Fig. 10 Infrared thermometer 
赤外線温度光センサー

・夜間には超高感度カメラを用いても，目視確認か可

能な照度を得るために照明が必要である。

・画像テータ受信局に監視人の常設が必要である。

・降＇じ，濃霧豪由時には監視能力が低下する。

・高価である。

＠赤外線温度センサー (Fig. 10) 

〈原岬•特徴〉 物体が放射する赤外線を捉え，非接

触て物体表面の温度分布を二次元画像データとして表

し，活動状況を検知する。主に火砕流などを測定対象

とする。

〈長所〉

・非接触で広いエリアの温度分布を述隔から計測監視

ができる。

・熱画像か二次元の面情報なので，対象範圃の温度分

布か瞬時に認識できる。

〈短所〉

・熱面かかなリ地表に近くならないとデータの変化が

得られない。

2.3 既存の土石流検知警報システム

・非接触のためセンサーの故障かない限リ連続使川か

可能である。

〈短所〉

・高価である。

・検知距離か短し％

＠監視カメラ (Fig'. 9) 

く原理•特徴＞ 工場用の ITVカメラを土石流の流路

に向け設置しておき， ITV画像により土石流の発生を

検知する。

く長所〉

・人が直接画像を目視して判断できるため検知の可能

性は高い。

・画像処理を行うことで検知を自動化することも可能

である。

く短所〉

土石流による労働災害を防止するためには，士石流

の発生を検知するだけてなく，これらのセンサーで検

知されだ情穀をすはやく現場に伝えて警報し，作業員

を退迎させなけれはならない。そのためには，様々な

土石流検知センサーや習報装岡を組み合わせて，土石

流を検知・警報するための防災システムを構築する必要

かあると考えられる。このような防災システムを，「土

石流検知警報システム」という。

現在は，ワイヤーセンサー等を用いた各種防災シス

テムか開発されているか，これらのシステムの現場へ

の将及率はそれほど高くはなく ll, 実際に使われてい

るもののなかには信頼性への検証か必ずしも十分でな

いものもある。

現場で用いられているセンサーとしては，ワイヤー

センサーか最も多いことから，ここではワイヤーセン

サーについて①ワイヤー切I析力式システムと②近接ス

ィJ チ方式を取り上けてその特徴と問題点を栄げる。

① ワイヤ一切断方式土石流検知システム

く特徴＞

土石流が流下することによってワイヤーが切断され，

その情報が無線又は有線でコントローラに伝達され，警

報器に出力される。警報器としては，サイレンや回転

灯を用いている。

く問題点＞

・仮にワイヤーが切れても切断点が近接していると通

電状態となることがある。（土石流が来たのに「米て

いない」と判断してしまうことになる。）
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・コントローラ，ワイヤー間の一箇所ても屯気配襟か

知絡を起こすと. _f-. 石点か米てワイヤーか切れても

これを検知てきない。 1打水玲によって屯気的な晶れ

か生したときも日椋である c.

・人左的（こ故意に直源を OFF(こしてしまうとこれを検

出することかできす｀警祖を発せられない。

・バックア、｝プ＇心原の屯圧が低―卜^してもこれを検出て

きなし八

．屯気配線の一部分ても故隠すると笞恨てきない。

・定期点検か日動的に1-Jわれない (A手を必要とする）。

．腎報器か故悼していても｀これを検出てきない。

・ワイヤーか確丈に切祈される保閃かない。

・無線でI青訳を伝辻する場合には，電波の況祝か起こっ
た場合，腎報てきなくなる。

② 近接スイッチ方式土石流検知システム

〈特徴〉

十石流か流下することによってワイヤーか引き抜か

れたときに，磁気近接センサー等かそれを検知するこ，そ

の情報を，無線又は有祝でコントローラ（こに達し，腎

報を発する。替恨器はサイレンや団転灯を用いる。

間題点としては「磁気近松センサーか故団してもこ

れを検出てきない。」ことかぢえられる。その池 1こ~)い

ては士迩した①ワイヤ一切祈方式卜石流検’人廿ンステム

と同様である。

3. 土石流検知警報システムの要件

3.1 危険検出型と安全確認型

危除検出型は，システムか正常てあれは卜石虚梵生

時にこれを検知し，危除の情糾と判断して警限を梵す

る。従って，危陰検出刑か危険を逍祖しないときは，安

仝であると考えられる。しかし， これは必すしも正し

し、とはいえない。なせなら、例えは危険を検出するだ

めのハートが故悼した場合やシステムの屯源かOFFて

ある場介には，危険の伯恨を検知することかてきす，連

報することもできなくなってしまうからてある。~)ま

り．危陰検出型では卜石流か発生しても危陰を検知て

きす，誉報できない11J能性があるといえる。

士石流の発生を正確に予測することは非常に困難で

ある。危険検出型は，このようにいつ発生するかわか

らない危険に対しても，発生したときにだけ必ず動作

しなければならない。つまり危険検出型は，危険時に

確実に動作するという確信がない限り，安全であると

はいえない。従って，危険を検出するだけの危険検出

型では，安全性において必ずしも十分であるとはいえ

ない。

土石流検知警報システムは，危険が生じたとき（土

Table 1 Difference between "Hazard detection type" 
"S f and a ety confrrmatron type". 

危険検出型と安全確認型の違い

努報か叱らなし、

危陰状態 I 腎報か嗚る
腎報かII,りる

-~I -~ 

わ流か発生したとき）にのみシステムか動作するので

はなく，「十石流か梵生していないこと」を常時確認し，

安仝てあることを通恨するようなシステムである必要

かある。このようなシステムを「安仝確認、匹＂」という。

安令確認型は，常時動作して安仝を通報しているため，

屯源かOFFである場合や，ハードか故樟してしまった

場合，安令確認の通骰かなされなくなることにより安

仝てないというI肯報か得られるシステムである。
Table 1に，危険検出型と安仝確認型の違いを不す。

危険検出塑は安仝状態にあるときは特に3"i)J作してお

らす，不確定状態にあるときは何もしていない。危除

状態にあるときは警恨か叫るはずだが，これはあくま

てもシステム自体か止常であることか削提になけれは

ならない。システムに何らかの故障か生じてしまった

時は，十石直か発生しても，腎報を咄らすことかでき

なし、0

一方~ 安仝確認籾は，安令状態の時も常に動作して

安令確立を竹っている。イヽ確定状態，危険状態になる

と，安令か確認てきないために腎報を発することにな

ることから， 卜石流による労働災害防止のためには，確

実にl石流を検知することのできる安令確認型である

ことか翌ましし％

また，安令確認型は従米のシステムでは人のfによっ
て定期的に行われていたメンテナンスを，常に安仝を

通祖するという動作によって自動化していることにな

る。従って，安令確認刑は，従来の危険検出型よりは

い信頼性とメンテナンス性を有するといえる。

3.2既存の検知システムの安全確認型化

ワイヤーが切れていないこと（安全）を電流が通し

ていることで確認する方式は，安全確認型の典型でJ

る。この方式になり得るものとして Fig.2に示しt
「転倒型断線式センサー」などがある。また，ワイヤー

の代わりに光ファイバーを用いて光を通して戻ってく

ることを確認する方式も安全確認型といえる。振動+

ンサー (Fig.5), 音響センサー (Fig.6)等について
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は，伽動や音かないときはセンサーか故閻しているか，

又はセンサーは故加してないか＿十石流か発生していな

いかの区別かつかなし、。これを安全確認型にするには，

既知の振動や行を発生させて，それを確実に;tt測して

いることを確認し，センサー系に故障かなく安全てあ

ることを常に確認する必変かある。このように似動や

音を発生させる機構を付加して初めて安拿確認、邸とな

るか，その分機構か複雑となることは舌めない。

Fig. 3において使用されている磁気近扱センサーも

同様に磁れかあるという惜報（この場介，安全というこ

と）を常時監視しているということて安全確認、叫！と考

えられるか，磁気近接センサー自休か故障している場

合か想定される。上述した似動センサー等と同様に磁

気近拉センサーか正常に稼動していることを常時確謁

する機構を加えることか安全確認料となるための条件

となる。

3.3 フェールセーフ

一十石流検知警報システムは、 災害発生時にシステム

の故悼的により警報を発することかてきす，災害か梵

生するようなことかあってはならない。従って，その

ような時でも警報を発することのできるようにフェー

ルセーフ刑とすることか重要である。

フェールセーフとは，「システム自休やシステムを構

成する炭索か故障しても、これに起因して危除か生し

ることのないように，故障の影饗を安全側に固応する

仕組み」のことをいう。

ここで，フェールセーフ化されていないシステムと

フェールセーフ化されたシステムの迫いを明確にする

ため、わかりやすい例として産業用ロポJ 卜を挙ける。

フェールセーフ化されていない産業川ロホ I 卜を A,

フェールセーフ化された産業川ロポ I 卜を Bとする。

Aは，運転中に人か侵入してくるといったような危除な

状態をセンサーにより検知して非常停J卜する危除検出

型である。一方Bは，危除な状態かないことをセンサー

により常時確認し，安全であるときのみ連転し、安全

の確認か取れない限り 1亭J卜する安仝確認塑てある。こ

の時点ではA,B共に正常に運転している状態である。

ここで， A及ぴBのセンサーが故障していたと仮定す

る。 Aはセンサーの故障により危険な状態が検知でき

ず，非常停止することができない。しかし， Bはセン

サーの故障により安全の確認が取れないために，運転

せずに停止したままである。このように，故障によっ

てAは明らかに危険側へ向かい， Bは明らかに安全側

に向かっていることがわかる。これが，フェールセー

フ化されていないシステムとフェールセーフ化された

システムの明白な違いである。

:nて危阪検出型と安全確認型について述べたが，ぃ

すれの場介でもシステムの故閻などにより，発生して

いる危除や安危のすべてを検知できない場合が考えら

れる。その場合，危除検出型では，検出することので

きなかった危談は安全の梢祝として判断され，警報さ

れない。つまり，危除検出堕は本質的にはフェールセー

フになりえない。一方，安全確認烈では，検出できな

かった安全は危険と判断され，習報される。このこと

より，安全確認制はフェールセーフとなり得るシステ

ムてあるといえる。

また，フェールセーフを危険検出型で実現するには，

システムか捏常を生じたときにそれを検知して警報す

るという方法をとることになるか，この場合検知装岡

か故障していないかを検知するための第二の検知装附

か必裳となり，第三，第四と限りなく検知装笛か必変

となってくる。しかし，安全確認刑であれば，システ

ムか巽常を生じたときはもちろん，検知装笛が故降し

た場合ても警報を発することかできるため，検知装阻

は一台でよいと考えられる。

旦下に，システムのフェールセーフ化の原則と，フ

ェールセーフ化されたシステムか持つ特性や仕組みを

示す。

くシステムのフェールセーフ化の原則〉

(1) 非対称訊り特性を持つように設社する。

(2) 安全情報は高エネルギー状態に，危検及び故障を

連報するための信号は1氏エネルギー状態に対応さ

せ，危倹や故障を誤って安全と通報しないように

する。

(:3) 安仝l胄報はユネイトに伝逹するようにする。予想
される最大の塚境ノイズに対する耐久を確保する

ため，安仝梢報には十分なエネルギーを持たせる。

(~)安全l胄報は，ユネイトに伝逹するようにする。

くフェールセーフ化されたシステムが持つ特性，仕

組み〉

インターロック

安仝てあるという情報に見づき，システムの動

作を叶可したり，禁仕したりする仕組みをいう。

・非対称誤り特性

システム自体やシステムを構成する要索が故障

しても，安全側に誤る故障の頻度が，危険側に誤

る故障の頻度よりも著しく高い特性，または安全

側にしか故障しない特性のことをいう。

・ユネイトな情報伝達 (Table 2) 

システムに安全情報が入力されない限り誤って

正常であるという信号を発生することのない情報

伝達の形態のことをいう。つまり, Table 2の③

の状態が許されない情報伝達形態をいう。
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Table 2 Unate transmitting for the safety information 
ユネイトな情報伝達

3.4 フェールセーフ型土石流検知警報システム

前述したように従来のはとんどの土石流検知警報シ

ステムは上石流を検出して警報を発生する構造てある

(Fig, 11, Fig. 12参照）。この構造のシステムては，

誓報器自体か故障していた場合替報を発することはて

きず，土石流か発生してもこれを見逃す危険性か存在

していた。すなわち，危検を検出して腎報を明らす方

式は本質的にフェールセーフな上石流検知装固てはな

かった。

上石流検知警報システムは，士石流の発生を見逃す

ことがないシステムである必要かある。そのためには，

従来の土石流検知警報システムのように危検を検出し

て許報する危険検出型より，安全確證型であることか

望ましい。さらに，システム自体か故障してしまうこ

とによって腎報を発することかてきす，災害か生して

しまうことのないようなフェールセーフ咽であること

ガ重要である。

本研究では，ワイヤーセンサーを用いた士石流検知

替報システムを安全確認却としてフェールセーフ化す

ることについて検討した。フェールセーフ化された新

しい土石流検知システムとして， Fig.13, Fig. 14に

合回 且警 l I含:
回苔 器會

骨．:．I I~ 灯 連
t 

Fig. 11 Flow-chart of monitoring and alarm system 
commonly used. 
従来の土石流検知贅報システムのフロー図

ワイヤセンサー

制御装置

コントローラ

Fig. 12 Circuit diagram of monitoring and alarm system commonly used. 
従来の土石流検知警報システムの構成図



上石流検知• 特報システムの検討及ひ間発 —-55~ 

警輯揚は正常か？

NO 

NO 

YES 

バッテリーの電圧は正
常か？

I 

YES 

コントローラや配織は正
常か？

YEこ

＂ .. ',, ，、チ点`‘工灯 ノi 

NO 

警
報
器
・
・
・
断
続
音

表
示
灯
・
・
・
赤
色
点
灯

警
報
嬰
．
．
．
 
断
絞
音

表
示
灯
・
・
・
白
色
点
灯

警
輯
嬰
．
．
．
 
断
続
音

表
示
灯
・
・
・
白
色
点
滅

警
輯
彗
・
・
・
連
続
音

表
示
灯
・
・
・
赤
色
点
滅

Fig. 13 Flow-chart of fail-safe 
system 
フェールセーフ型土石流検知警報システムのフロ

ー図

monitoring and alarm 

示すようなフェールセーフ型上石流検知警祖システム

を提案する。

Fig. lL Fig. 12に，従来のシステムのフロー図

と構成図を示す。ほとんどの従来システムはワイヤー

センサーか切浙した時のみ作動し替報するシステムで

あった。つまり，ワイヤーか断線したか， していない

かを判所し，虹線したときのみ動作し，警報するシス

テムてあり，それ以外の場合には，警報器は無音で回

転灯も出lしている。従って，システム自体の故閏や

腎報器の故障かあったとしても，これを検出すること

はできなくなっている。

本研究ては，ワイヤーセンサーを用いた上石流検知

腎恨システムをフェールセーフ化することについて検

詞しだ。 Fig.13のシステムフローに示すとおり，当

該システムは甚本的には次の 4項Hについて常時確認

している。

① ワイヤーか浙線していないこと

② 習報悩か正常であること

③ バ j テリーの屯圧か正常であること

① コントローラや配線が正常であること

さら 1こ，当該システムは，これら①～④の項日がす

へて ・'YES"'の化号を出した時に賢報悩はチェック音を

明らし，表ぷ月は緑色に点灯することによって安仝を

通報する。また，①～①項日のいすれかか "NO"の佑

号を出した時は，それそれ哭なった腎報表示をするこ

とかてきる。従って，故障時でも故障箇所を瞬時に特

定てきるようになっている。
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Fig. 14 Circuit diagram of fail-safe monitoring and alarm system newly developed. 
フェールセーフ型土石流検知警報システムの構成図
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このように，フェールセーフ凡！士石流検知誓報シス

テムは上石点発生時にはもちろん，故障等その他の危

険か生した時にも，腎穀を明らすという動作により鴫安

仝側に固定されており，フェ-ールセーフ化されている

といえる。

3.5 フェールセーフ型土石流検知警報システムの試

作

試作した本システムは、 t石流か発化していないこ
とを確実に通報する安全通報器てある。さらに安全1胄

報か迄絶えたときに確宴に誓報を鳴らして見除を知ら

せることか可Hいとなる。構成及び特徴をまとめると次

のとおりてある。

く制御部＞

・内部のコントローラか自己点検機能を有する構造の

フェールセーフ機構てある。（コントローラか自己点

検機能付 3重化タイハシティ（関機種）構造のフェー

ルセーフ (FS)PLCてある。つまり，異なる 3種り

CPUか常に旺しヽを監視してしヽるため，いすれかか故

障しても腎報を明らすことかてきる。）

・t石流か発生してし)ないことを常時動作して確認、し，
安全であること，システムか正常てあることを咀恨

する安全確認型である。

・コントローラを 2甫化することこよってバソクア、J

プ構成とし，主コントローラか故障しだ場令ても腎

報することかできる。

・非常屯源（バ、1/テリ）の自動点検桃能を有する。

・常時安全を通紺することて維持管理を自勁化してい

る。従って，システムを容易に維持怜理てきる。

（センサ一部〉

・センサーに一・',£条件を持たせ，その条件を満足して

いる時のみ安全通恨を出す構造てある。（ウィントゥ

コンパレータ）この方法によりワイヤーセンサーの

浙線はもとより，ワイヤーセンサーとコントローラ

間の霞気配線の知絡か梵生しても腎報を出すことか

できる。 (Fig.14に示すように，センサ一部に 2つ

の抵抗を設けて一定の心圧をかけ，その屯圧を主コ

ントローラで監視している。電圧の値が一定範囲に

ある場合を安全とし，土石流発生時のワイヤーの断

線や他の要因により一定範囲より外れた場合に警報

を発する。）

・センサ一部が機械的機構を持たないため機構部の固

着や変形，錆びなどの影響を受けない。

（警報器部〉

・警報表示を常時監視し，表示器への配線の短絡及び

断線も常時監視している。異常時には警報を出す。

・警報器音の確認を一定の繰り返しで正常確認を実施

している。また，腎祖脳への配線の短絡及び悧線も

常時監視してし,-i)。児常時には腎報表ホする。

．仔電や故意に電源が洛とされてもこれを検出し一定

期間内警祖を出すことかできる。

］こ期的に警報器からチェック音（腎報賂の立ちLが
り賣）を明らし，マイクてその社を拾って、上コント

ローラで警報賂音か正常に嗚ることを確認してし、る。

．誓祖器に関しても二重化し，―-力の特報悩か故怜し

た場合ても，他方の腎報賂で賢報することかできる。

4. 結論

上石流検知腎恨システムの必要な要件は，①梵生し

た_}石流を検知すること，及び②避難をりうように警

報することてあ I), これらを確実に実施するためには，

危除を検出して腎報する危険検出叫~ より，危険がない

ことを常に確忍する安全確認塑であることか望ましい。

さらに，システムが故障した場合でも，これを起囚とし

て災害か梵生することがないようなフェールセーフ朋

てあることか屯要てあり，これらの要件を満たすフェー

ルセーフ咄士石流検知特報システムを試作した。
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